
農地所有適格法人の農業参入の動向
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資料：農林水産省経営局調べ（令和６年1月1日現在）

農地所有適格法人数の推移 営農類型別の農地所有適格法人数

適格法人の総経営面積及び平均面積

適格法人の
経営面積の合計

692,778ha

１法人当たりの
平均面積

31.7ha

注：「特例有限会社」は、平成17年以前は有限会社の法人数である。
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令和６年1月1日時点

都道府県 法人数

北海道 4,092

青森県 473

岩手県 521

宮城県 529

秋田県 702

山形県 569

福島県 466

茨城県 505

栃木県 414

群馬県 454

埼玉県 257

千葉県 694

東京都 9

神奈川県 93

山梨県 192

長野県 508

静岡県 404

新潟県 1,056

富山県 675

石川県 314

福井県 368

岐阜県 379

愛知県 382

三重県 301

滋賀県 488

京都府 181

大阪府 39

兵庫県 308

奈良県 73

和歌山県 71

鳥取県 212

島根県 374

岡山県 309

広島県 428

山口県 366

徳島県 131

香川県 315

愛媛県 266

高知県 102

福岡県 632

佐賀県 266

長崎県 274

熊本県 674

大分県 441

宮崎県 499

鹿児島県 944

沖縄県 406

合　計 21,857

資料：農林水産省経営局調べ

※石川県は災害の影響により報告できない市町を含む。

都道府県別農地所有適格法人数

※都道府県を跨いで営農する法人が存在するため、各都道府県の法人数の

　合計値(22,156)と合計の欄の法人数（実数）は一致しない。


	【公表資料】適格法人・リース法人
	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	【公表資料②】リース法人　
	公表用（都道府県別）


	【
	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	農地所有適格法人数及びリース法人数の公表について
	【公表資料】適格法人・リース法人
	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	【公表資料②】リース法人　
	公表用（都道府県別）




	リース法人調査（
	空白ページ

	ADPDD27.tmp
	スライド番号 1




